
(単位:円)

項目 金額

第一号 活用可能な財産 資産 3,535,437,630

     資産の部合計 3,535,437,630

負債(△) 1,182,013,710

　   負債の部合計 1,182,013,710

基本金(△) 40,028,700

　          　基本金 40,028,700

国庫補助金等特別積立金(△) 1,090,380,954

　      国庫補助金等特別積立金 1,090,380,954

合計(a) 1,223,014,266

第二号 事業用不動産等 355,424,788

財産目録により特定した事業対象不動産等の合計額 1,985,393,297

対応基本金(△) 40,028,700

　       基本金 40,028,700

国庫補助金等特別積立金(△) 1,090,380,954

　      国庫補助金等特別積立金 1,090,380,954

対応負債(△) 499,558,855

　      1年以内返済予定設備資金借入金 27,700,000

　      １年以内返済予定リース債務 1,081,180

　      設備資金借入金 466,500,000

　      リース債務 4,277,675

再取得に必要な財産 422,890,577

将来の建替に必要な費用 (注1) 185,430,756

建替までの間の大規模修繕に必要な費用 (注2) 66,845,395

設備･車輌等の更新に必要な費用 (注3) 170,614,426

必要な運転資金 年間事業活動支出の３月分(年間事業活動支出 × 3 ÷ 経過月数) 296,306,013

　      事業活動支出計 1,185,224,052

合計(b) 1,074,621,378

社会福祉充実残額(a)-(b) ※１万円未満を切り捨て 148,390,000

計算の特例：該当 （再取得に必要な財産+必要な運転資金）-年間事業活動支出 -466,027,462

再取得に必要な財産+必要な運転資金 719,196,590

年間事業活動支出 1,185,224,052

　      事業活動支出計 1,185,224,052

特例による控除額(c) 事業用不動産等＋年間事業活動支出 1,540,648,840

社会福祉充実残額(a)-(c) ※１万円未満を切り捨て -317,630,000

社会福祉充実残額


